
No. ①-3 
 R７当初予算額 

R６補正予算額 

200,000 百万円の内数 

100,000 百万円の内数 

事業名 
新しい地方経済・生活環境創生交付金 

（第２世代交付金） 
府省庁名 内閣府 

概 要 

地方がそれぞれの特性に応じた発展を遂げることができるよう、日本経済成長の起爆剤

としての大規模な地方創生策を講ずるため、地方公共団体の自主性と創意工夫に基づく、

地域の多様な主体の参画を通じた地方創生に資する地域の独自の取組を支援する。 

支援対象 地方公共団体 補助率 １／２等 

対象事業 
地方版総合戦略に基づき、目指す将来像及び課題の設定等、KPI 設定の適切性に加え、自

立性、地域の多様な主体の参画等の要素を有する事業を支援。 

支援内容 

ソフト事業：観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する取組などを支援 

拠点整備事業：観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する拠点施設の整備を支援 

インフラ整備事業：ソフト事業又は拠点整備事業と組み合わせて実施される 

インフラ整備を支援 

 事業計画期間 交付上限額・補助率 

ソフト事業 
原則３か年度以内 
（最長５か年度） 

１自治体当たり国費 
   都道府県：15 億円/年度 
   中枢中核：15 億円/年度 
      市区町村：10 億円/年度 
補助率：1/2 

拠点整備事業 
原則３か年度以内 
（最長５か年度） 

１自治体当たり国費 
   都道府県：15 億円/年度 
   中枢中核：15 億円/年度 
      市区町村：10 億円/年度 
補助率：1/2 

インフラ 
整備事業 

原則５か年度以内 
（最長７か年度） 

１自治体当たり事業計画期間中の総国費 
   都道府県：50 億円 
（単年度目安 10 億円） 
   中枢中核：20 億円 
（単年度目安 4 億円） 
      市区町村：10 億円 
（単年度目安 2 億円） 
補助率：1/2 等（各省庁の交付要綱に従う） 

 

離島での 
実績 

令和６年度デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）採択自治体 

新潟県佐渡市、島根県海士町、山口県萩市、長崎県佐世保市、長崎県新上五島町 等 

備 考  

担当部署 内閣府地方創生推進室、地方創生推進事務局 

連絡先 ０３－６２５７－１４１６ 

参照 HP https://www.chisou.go.jp/sousei/about/shinchihoukouhukin/index.html 

 


